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建築出来ません

建築基準法４２
条・４３条は適
用されません。

特定行政庁の許可を得て
から確認申請　許可基準
２該当するかの検討必要

特定行政庁の許可を
得てから確認申請

都市計画区域内

計画道路（建築基準法４２条１項４号該当道路）はありますか

公園・緑
地・広場
等公共空
地はあり
ますか

特定行政庁の許可を得て
から確認申請　許可基準
１該当するかの検討必要

特定行政庁の許可を得て
から確認申請　許可基準
３該当するかの検討必要

直接確認申請可能
一般の通行のため
に使われている道
路がある

１．２以外の道
である

幅１．８ｍ以上４ｍ未満の道が
ある。
質問：その道は建築基準法４２
条１項の道路につながっていま
すか？

幅４ｍ以上の道がある。
質問：それは建築基準法４２条
１項１・２・３・５号の道路に
該当しますか？

２棟以上の建物が、
その道を利用して、
以前（基準日以前）
から建ち並んでいま
したか

水路等を
横切らな
くても出
入り出来
ますか？

その道か
ら２ｍま
たは６ｍ
以上の幅
で直接、
出入り可
能です
か？

道路法、都市計画法、土地区画整理法、都市再開発法、新都市基盤整備法又は大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法による新設又は変更の事業計画のある道路で、２年以内
にその事業が執行される予定のものとして特定行政庁が指定したもの

この章の規定が適用されるに至つた際現に存在する道

土地を建築物の敷地として利用するため、道路法、都市計画法、土地区画整理法、都市再開発法、新都市基盤整備法又は大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法によらないで
築造する政令で定める基準に適合する道で、これを築造しようとする者が特定行政庁からその位置の指定を受けたもの

この章の規定において「道路」とは、次の各号の一に該当する幅員４メートル（特定行政庁がその地方の気候若しくは風土の特殊性又は土地の状況により必要と認めて都市計画地方審議会の議を経て指定
する区域内においては、６メートル。次項及び第３項において同じ。）以上のものをいう。

道路法（昭和27年法律第180号）による道路

都市計画法、土地区画整理法（昭和29年法律第119号）、旧住宅地造成事業に関する法律（昭和39年法律第160号）、都市再開発法、新都市基盤整備法（昭和47年法律第86号）又は大都市地域における住
宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法（昭和50年法律第67号）による道路


